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1. 平成31年3月期第2四半期の業績（平成30年4月1日～平成30年9月30日）

(1) 経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

31年3月期第2四半期 7,313 22.9 153 ― 174 ― 350 ―

30年3月期第2四半期 5,950 21.7 △362 ― △337 ― △351 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

31年3月期第2四半期 56.85 ―

30年3月期第2四半期 △55.16 ―

(2) 財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

31年3月期第2四半期 16,737 10,539 63.0 1,826.58

30年3月期 17,859 10,717 60.0 1,684.11

（参考）自己資本 31年3月期第2四半期 10,539百万円 30年3月期 10,717百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

30年3月期 ― 0.00 ― 13.00 13.00

31年3月期 ― 0.00

31年3月期（予想） ― 10.00 10.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

※平成30年3月期　期末配当金の内訳　普通配当10円00銭　記念配当3円00銭

3. 平成31年 3月期の業績予想（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 17,300 △1.3 600 △31.6 630 △31.7 680 △30.6 106.85

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 有

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 31年3月期2Q 6,422,000 株 30年3月期 6,422,000 株

② 期末自己株式数 31年3月期2Q 651,990 株 30年3月期 58,090 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 31年3月期2Q 6,165,310 株 30年3月期2Q 6,363,910 株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その
達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及
び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料３ページ「業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、政府による経済再生に向けた各種政策効果を背景に、雇用・所得

環境や企業収益の改善が見られ、緩やかな回復基調が続きました。一方、米中貿易摩擦による海外経済の不確実性

や金融資本市場の変動の影響などにより、依然としてわが国経済の先行きは不透明な状況が続いております。 

 当社の主要事業であり、官需を主とする情報装置事業につきましては、同業他社に加え近年新規参入した企業と

の価格競争が依然として続いております。そのような状況下、顧客ニーズにマッチした製品提案を行い、各地域の

協力会社とともに販路拡大を進めてまいりました。また、平成30年９月25日開催の取締役会において、ＧＰＳソー

ラー式信号機、ＬＥＤ標示機等の製造、販売を行う株式会社コンラックス松本の株式の取得と同社の子会社化を決

議し、平成30年10月１日に株式を取得いたしました。

 一方、民需を主とする検査装置事業につきましては、企業の設備投資は、成長分野への対応を背景に持ち直しの

動きが見られるものの、受注獲得のため、他社製品との差別化競争は激しさを増しております。そのため、顧客ニ

ーズに対応すべく開発した３次元基板外観検査装置や３次元はんだ印刷検査装置などの営業活動を推進してまいり

ました。 

 これらの結果、当第２四半期累計期間におきましては、売上高73億13百万円（前年同期比22.9％増）となりまし

た。営業利益1億53百万円（前年同期は3億62百万円の損失）、経常利益1億74百万円（前年同期は3億37百万円の損

失）、四半期純利益3億50百万円（前年同期は3億51百万円の損失）となりました。 

 また、当第２四半期会計期間末日現在の受注残高は122億3百万円となりました。

 

 セグメントの概況につきましては、次のとおりです。

 

① 情報装置事業

 受注獲得に向けた激しい競争はあったものの、高速道路会社向けのＬＥＤ式道路情報板の売上が堅調に推移し

たことや、道路維持作業などに必要な自走式標識車の拡販に努めた結果、売上高は前年同期を上回りました。一

方、利益面につきましては、仕様変更により採算性が悪化した案件が発生したことなどにより前年同期に比べ減

少しました。 

 この結果、売上高50億13百万円（前年同期比4.1％増）、営業損失1億80百万円（前年同期は98百万円の利益）

となりました。

 

② 検査装置事業

 ３次元基板外観検査装置などの検査装置は厳しい受注状況が続きましたが、前事業年度に受注したＩＣチップ

の搬送装置の販売が堅調に推移したことから、売上高、営業利益とも前年同期を上回りました。

 この結果、売上高23億円（前年同期比102.9％増）、営業利益5億96百万円（前年同期は2億7百万円の損失）と

なりました。 

 

（２）財政状態に関する説明 

① 資産、負債及び純資産の状況

（資産）

 当第２四半期会計期間末の資産は167億37百万円となり、前事業年度末と比較して11億21百万円の減少となり

ました。

 流動資産は123億21百万円となり、前事業年度末と比較して10億80百万円の減少となりました。これは主に、

現金及び預金が28億74百万円、仕掛品が14億91百万円増加したものの、受取手形及び売掛金が53億67百万円、原

材料及び貯蔵品が96百万円減少したことによるものです。

 固定資産は44億16百万円となり、前事業年度末と比較して40百万円の減少となりました。これは主に、投資そ

の他の資産が13百万円、無形固定資産が8百万円増加したものの、有形固定資産が62百万円減少したことによる

ものです。
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（負債） 

 当第２四半期会計期間末の負債は61億98百万円となり、前事業年度末と比較して9億43百万円の減少となりま

した。

 流動負債は61億63百万円となり、前事業年度末と比較して9億45百万円の減少となりました。これは主に、工

事損失引当金が1億5百万円増加したものの、その他が7億47百万円、支払手形及び買掛金が2億28百万円減少した

ことによるものです。

 固定負債は34百万円となり、前事業年度末と比較して2百万円の増加となりました。これは主に、資産除去債

務が2百万円増加したことによるものです。

 

（純資産） 

 当第２四半期会計期間末の純資産は105億39百万円となり、前事業年度末と比較して1億78百万円の減少となり

ました。これは主に、利益剰余金が2億67百万円増加したものの、自己株式が4億48百万円増加したことによるも

のです。

 

② キャッシュ・フローの状況

 当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ、28億

74百万円増加（前年同期は8百万円の減少）し、55億64百万円となりました。これは、財務活動によるキャッシ

ュ・フローが5億36百万円支出となったものの、営業活動及び投資活動によるキャッシュ・フローが34億11百万

円収入となったことによるものであります。

 当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により得られた資金は、32億12百万円(前年同期比1,370.0％増）となりました。これは主に、たな卸

資産の増加14億4百万円、仕入債務の減少12億22百万円の減少要因はあるものの、売上債権の減少53億45百万円

の増加要因によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により得られた資金は、1億99百万円（前年同期は2億12百万円の支出）となりました。これは主に、

有形固定資産の取得による支出67百万円、無形固定資産の取得による支出21百万円の減少要因はあるものの、有

形固定資産の売却による収入2億71百万円の増加要因によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により支出した資金は、5億36百万円（前年同期比3,766.1％増）となりました。これは主に、自己

株式の取得による支出4億53百万円、配当金の支払額82百万円の減少要因によるものであります。

 

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明 

 通期の業績見通しにつきましては、当初予定どおり売上高173億円、営業利益6億円、経常利益6億30百万円、当

期純利益6億80百万円を見込んでおります。
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２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成30年３月31日) 
当第２四半期会計期間 
(平成30年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,689,341 5,564,293 

受取手形及び売掛金 8,606,382 3,238,534 

商品及び製品 37,914 46,755 

仕掛品 1,376,654 2,868,256 

原材料及び貯蔵品 604,062 508,034 

その他 88,293 95,707 

貸倒引当金 △453 △209 

流動資産合計 13,402,194 12,321,371 

固定資産    

有形固定資産    

土地 2,074,465 2,034,724 

その他（純額） 856,961 833,788 

有形固定資産合計 2,931,427 2,868,512 

無形固定資産 76,549 84,627 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,103,960 1,100,506 

その他 345,148 362,551 

投資その他の資産合計 1,449,108 1,463,058 

固定資産合計 4,457,085 4,416,198 

資産合計 17,859,280 16,737,570 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 1,126,943 898,772 

電子記録債務 2,819,800 2,797,100 

未払法人税等 61,500 83,900 

前受金 704,298 655,258 

賞与引当金 309,540 294,337 

役員賞与引当金 25,571 6,786 

製品保証引当金 93,587 101,480 

工事損失引当金 122,266 228,049 

その他 1,845,298 1,097,527 

流動負債合計 7,108,806 6,163,213 

固定負債 32,944 34,946 

負債合計 7,141,750 6,198,159 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,184,975 1,184,975 

資本剰余金 1,105,345 1,105,345 

利益剰余金 8,164,694 8,432,180 

自己株式 △25,168 △473,740 

株主資本合計 10,429,845 10,248,760 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 287,684 290,650 

評価・換算差額等合計 287,684 290,650 

純資産合計 10,717,530 10,539,411 

負債純資産合計 17,859,280 16,737,570 
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（２）四半期損益計算書

（第２四半期累計期間）

    (単位：千円) 

 
前第２四半期累計期間 
(自 平成29年４月１日 

 至 平成29年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成30年４月１日 
 至 平成30年９月30日) 

売上高 5,950,667 7,313,684 

売上原価 5,082,129 5,862,472 

売上総利益 868,538 1,451,211 

販売費及び一般管理費 1,230,635 1,297,582 

営業利益又は営業損失（△） △362,096 153,628 

営業外収益    

受取配当金 11,332 11,409 

廃材処分収入 1,637 4,583 

不動産賃貸料 13,531 14,456 

その他 9,125 11,925 

営業外収益合計 35,625 42,374 

営業外費用    

支払保証料 7,127 6,880 

減価償却費 2,804 2,473 

売上割引 － 9,588 

その他 1,122 2,086 

営業外費用合計 11,053 21,028 

経常利益又は経常損失（△） △337,524 174,975 

特別利益    

固定資産売却益 9,540 231,378 

投資有価証券売却益 6,858 8,755 

特別利益合計 16,398 240,134 

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △321,125 415,109 

法人税、住民税及び事業税 6,414 59,909 

法人税等調整額 23,517 4,720 

法人税等合計 29,931 64,630 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △351,057 350,479 
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（３）四半期キャッシュ・フロー計算書

    （単位：千円） 

 
前第２四半期累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成30年４月１日 
 至 平成30年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △321,125 415,109 

減価償却費 99,184 92,649 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △177 △244 

賞与引当金の増減額（△は減少） △25,067 △15,202 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △12,670 △18,785 

製品保証引当金の増減額（△は減少） 40,434 7,892 

工事損失引当金の増減額（△は減少） 81,969 105,782 

受取利息及び受取配当金 △11,349 △11,603 

投資有価証券売却損益（△は益） △6,858 △8,755 

固定資産売却損益（△は益） △9,540 △231,378 

固定資産除却損 198 173 

売上債権の増減額（△は増加） 1,970,054 5,345,764 

たな卸資産の増減額（△は増加） △803,138 △1,404,415 

仕入債務の増減額（△は減少） △838,308 △1,222,378 

未払消費税等の増減額（△は減少） 116,429 151,736 

その他 △29,897 30,273 

小計 250,137 3,236,619 

利息及び配当金の受取額 11,349 11,603 

法人税等の支払額 △42,974 △36,009 

営業活動によるキャッシュ・フロー 218,511 3,212,213 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △170,826 △67,352 

有形固定資産の売却による収入 32,219 271,719 

無形固定資産の取得による支出 △2,875 △21,307 

投資有価証券の取得による支出 △115,028 － 

投資有価証券の売却による収入 18,425 16,362 

その他 25,337 104 

投資活動によるキャッシュ・フロー △212,748 199,526 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

自己株式の取得による支出 － △453,000 

配当金の支払額 △12,781 △82,684 

その他 △1,102 △1,102 

財務活動によるキャッシュ・フロー △13,884 △536,787 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △8,121 2,874,952 

現金及び現金同等物の期首残高 3,483,949 2,689,341 

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,475,828 5,564,293 
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（４）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 当社は、平成30年７月24日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条第１項の規定に基づき自己株式取得に係る事項を決議し、平成30年８月１日に453,000千円（600,000

株）を取得しております。

 

（会計方針の変更）

（研究開発活動における一部費用の損益区分の変更）

 当社の研究開発活動における一部費用につきましては、従来、製造原価として売上原価に計上しておりました

が、近年、他社との新製品開発競争において、高い技術革新を求められており、研究開発としての要素が強まり

原価性が乏しくなってまいりました。そこで、損益区分を適正に表示することを目的として、販売費及び一般管

理費として計上する方法に変更しております。

 当該会計方針の変更は遡及適用され、前年四半期については遡及適用後の四半期財務諸表となっております。

 この結果、遡及適用を行う前に比べて、前第２四半期累計期間の売上原価は243,556千円減少し、売上総利益、

販売費及び一般管理費は同額増加しております。なお、営業損失、経常損失及び税引前四半期純損失への影響は

ありません。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期会

計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。
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（セグメント情報等）

Ⅰ 前第２四半期累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日） 

        （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

  情報装置事業 検査装置事業 計 

売上高          

外部顧客への売上高 4,816,900 1,133,766 5,950,667 － 5,950,667 

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － － 

計 4,816,900 1,133,766 5,950,667 － 5,950,667 

セグメント利益又は損失（△） 98,574 △207,652 △109,077 △253,019 △362,096 

（注）１. セグメント利益又は損失（△）の調整額△253,019千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

△253,019千円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門及び研究開発部門に係る

費用であります。

２. セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第２四半期累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日） 

        （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

  情報装置事業 検査装置事業 計 

売上高          

外部顧客への売上高 5,013,579 2,300,104 7,313,684 － 7,313,684 

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － － 

計 5,013,579 2,300,104 7,313,684 － 7,313,684 

セグメント利益又は損失（△） △180,216 596,112 415,896 △262,267 153,628 

（注）１. セグメント利益又は損失（△）の調整額△262,267千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

△262,267千円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門及び研究開発部門に係る

費用であります。

２. セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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